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　　　ネットジャーナル
　　　　　Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター ２０１０年９月３日号
　　　　　金融市場の動き（9月）～日本株に重くのしかかる政治リスク、
　　　　　円高は長期化、雇用を国内に残せる成長戦略が必要
　　　　　経済・金融フラッシュ ２０１０年９月３日号
　　　　　法人企業統計10年4-6月期

　　　　　～設備投資の持ち直しが明確に、4-6月期の成長率は上方修正へ
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　　　　　統計調査資料

　　　　　労働経済動向調査　

　　　　　平成22年8月　結果の概況
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[image: image10.emf][image: image11.emf]　　　経営情報レポート
　　　　　新設・改正された助成金を徹底解説

　　　　　平成22年度　助成金活用ポイント
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　　　　　ジャンル：人事制度　サブジャンル：目標管理制度
　　　　　目標管理制度を導入する際の適用範囲
　　　　　目標管理制度におけるPDSサイクルのポイント
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[image: image16.emf]　（高まる政治リスク、円高は長期化、雇用を国内に残せる成長戦略が必要）政治空白、民主党代表選・その後の政界再編の可能性など政治リスクが高まっている。外部環境の悪さとともに政治リスクを市場は意識せざるをえない。米国経済の弱さ、ユーロの財政赤字からドル安・ユーロ安の流れ、すなわち円高は長期化を覚悟せざるを得ない状況。短期的な経済政策とともに円高でも雇用が逃げない競争力強化が急務。
[image: image17.emf]　（日銀金融政策）8月30日に追加緩和策を打ち出した。9月決定会合は据え置きの公算大だが、9月中旬に米国FRBが動く状況になれば10月にも日銀は追加緩和を検討せざるを得ない。
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　（長期金利）米国景気の低迷は短期的には払拭されず、長期金利には海外からの押し下げ圧力が続くだろう。債券相場の過熱感と国内政治情勢が市場の撹乱要因となる。
　[image: image19.emf]（為替）円ドルレートは日米当局の金融緩和による低金利競争の結果という状況になっている。この点では、既に金利の低下余地が少ない日本（円）の分が悪いのは明らかだ。基軸通貨ドルに加えて、ユーロも低迷が続き、消去法での円への上昇圧力が続くだろう。





2四半期連続の増収増益
　財務省が9月3日に公表した法人企業統計によると、10年 4-6月期の全産業（金融業、保険業を除く、以下同じ）の経常利益は前年比83.4％（10年1-3月期：同163.8％）と3四半期連続の増加となった。

　輸出の回復などを背景に売上高が前年比20.3％と1-3月期の同10.6％から伸びを大きく高めたことが経常利益の高い伸びにつながった。増収増益は2四半期連続である。ただし、人件費などの固定費は前年比▲0.0％（1-3月期：同▲0.1％）とほぼ横ばいとなったが、既往の原油価格上昇の影響などから変動費の増加幅が大きく拡大したため（1-3月期：前年比10.2％→4-6月期：同22.8％）、増益率は1-3月期からは大きく低下した。製造業が前年比553.0％（1-3月期は黒字転化）、非製造業が前年比33.1％（1-3月期：同5.2％）であった。



設備投資の持ち直しが明確に
　設備投資（ソフトウェアを含む）は前年比▲1.7％と13四半期連続の減少となったが、1-3月期の同▲11.5％からはマイナス幅が大きく縮小した。製造業の減少幅が大きく縮小した（1-3月期：前年比▲31.2％→4-6月期：同▲10.5％）ことに加え、1-3月期に12四半期ぶりに増加に転じた非製造業が伸びをさらに高めた（1-3月期：前年比0.4％→4-6月期：同3.4％）。季節調整済の設備投資額（ソフトウェアを除く）は前期比6.4％と9四半期ぶりに増加した。製造業：前期比11.5％、非製造業：前期比4.1％）。
企業収益が09年度に入ってから急回復を続けてきたのに対し、設備投資の回復は大きく遅れてきたが、ここにきてようやく持ち直しの動きがはっきりとしてきた。

4-6月期・ＧＤＰ2次速報は上方修正を予測

　本日の法人企業統計の結果等を受けて、9/10公表予定の4-6月期ＧＤＰ2次速報では、実質ＧＤＰ成長率が前期比0.3％（前期比年率1.2％）と、1次速報（前期比0.1％、年率0.4％）から上方修正されると予測する。

　設備投資は1次速報の前期比0.5％から同1.2％へと上方修正されるだろう。






（１）生産･売上額等　<<製造業で実績見込みはプラス>>
　生産･売上額等判断D.I.は、22年７～９月期実績見込みでは、製造業で２ポイント、卸売業,小売業でマイナス４ポイント、サービス業でマイナス22ポイントとなった。

（２）所定外労働時間　<<製造業で実績見込みはマイナス>>
　所定外労働時間判断D.I.は、22年７～９月期実績見込みでは、製造業でマイナス５ポイント、卸売業,小売業でマイナス10ポイント、サービス業でマイナス11ポイントとなった。

（３）正社員等雇用　<<製造業で実績見込みはプラス>>
　正社員等雇用判断D.I.は、22年７～９月期実績見込みでは、製造業で３ポイント、卸売業,小売業でマイナス５ポイント、サービス業でマイナス２ポイントとなった。
（４）パートタイム雇用　<<実績見込みはマイナス>>
　パートタイム雇用判断D.I.は、22年７～９期実績見込みでは、製造業でマイナス４ポイント、卸売業,小売業でマイナス８ポイント、サ-ビス業でマイナス10ポイントとなった。


（１）正社員等労働者

　22年８月１日現在の正社員等労働者過不足判断D.I.をみると、調査産業計で0ポイントとなった。

（２）パートタイム労働者　<<不足>>
　22年８月１日現在のパートタイム労働者過不足判断D.I.をみると、調査産業計で７ポイントとなった。

　｢中途採用あり｣とした事業所の割合(22年４～６月期実績)は、調査産業計で48％(前期46％)となった。


　過去１年間(平成21年８月から平成22年７月まで）に､新規学卒者採用枠で正社員を｢募集した｣事業所割合は、調査産業計で41％(前回平成21年８月調査46％)となっている。

　また、募集した事業所について、その募集時期をみると、調査産業計では｢春季の一括採用のみ｣とする割合が79％(同74％)となっており、次いで｢年間を通して随時｣14％(同18％)、｢春季と秋季｣７％(同７％)の順となっている。



企業経営情報レポート


新設・改正された助成金を徹底解説
平成22年度　助成金活用ポイント


　　　　　　　平成22年度改正の概要
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　雇用維持のための助成金
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　再就職支援のための助成金
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　正社員化登用のための助成金
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　育児と仕事の両立支援のための助成金
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　リーマンショック以降、悪化する雇用情勢に対応するため、政府は、総額75兆円規模の景気刺激策を打ち出し、緊急雇用対策として次々と助成金を拡充してきました。前鳩山政権もこの施策を引き継いで「緊急雇用対策」「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を打ち出しており、不況対策に重点を置いた助成金の枠組みは今年度も変わらないといえます。

　しかし、今年度から細かいところで上乗せ額の廃止、支給要件の追加など絞り込みが始まっています。平成20年末から拡充が続いた助成金ですが、財源の問題、連立政権による事業仕分け、助成金窓口の統廃合などもあり、今後は削減の方向に転じることが予想されます。
■今年度の傾向

　助成金は政策を実現する「誘い水」ですから、今年度の助成金の中心は引き続き「雇用の安定」、柱は４つになります。

	①「雇用維持」のための助成金
②「就職が難しい人の再就職支援」のための助成金
③「非正規労働者の正社員化」のための助成金
④「育児と仕事の両立支援」のための助成金



（１）「雇用維持」のための助成金

　生産調整等で休業等を余議なくされている企業のための助成金として、大企業向けの「雇用調整助成金」、中小企業向けの「中小企業緊急雇用安定助成金」があります。

　２年目に入る企業は生産量または売上げが減少しているかどうか再度確認が必要ですが、昨年12月改正で時限的に生産量要件が緩和されています。

　この助成金はＣＭや新聞でも繰り返し取り上げられ、平成21年度だけでも約6,535億円が支給決定されている大型助成金です。延命措置との批判もありますが、この助成金が一定の雇用維持、下支えの役割が果たしているといえます。

	
	助成金名称
	支給対象
	取扱機関
	活用度

	1
	●雇用調整助成金

●中小企業緊急雇用安定

助成金
	景気悪化による生産調整のため、社員の休業や教育訓練、出向等を行っている
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	2
	●派遣労働者雇用安定化

特別奨励金
	派遣労働者を直接雇用する
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	3
	●休職活動等支援給付金

再就職支援給付金
	退職を余議なくされる社員に対し、休職活動のための休暇を与えたり、再就職支援会社による再就職を支援する
	ハローワーク
	Ａ


活用度Ａ…使い勝手が良く、広くその制度を利用・理解する価値のある制度

活用度Ｂ…Ａよりは制限があるが、利用される場面が多い助成金

活用度Ｃ…使い勝手はさほど良くはないが、状況によっては検討すべき助成金

（２）「就職が難しい人の再就職支援」のための助成金

「新卒者体験雇用奨励金」が２月からスタートしています。こちらは、６月７日に期間、金額とも拡充され、使い勝手が良くなりました。

「建設業離職者雇用開発助成金」が２月に創設されました。建設業は産業構造の変化によって、失業者の増加が予想されることから、建設業離職者を受け入れる建設業以外の企業に対し、助成するものです。

　就職が難しい人を雇用した企業への助成金は既に一昨年に拡大されていますが、平成22年度も引き続き維持されています。

　トライアル雇用、就職困難者（母子家庭の母、高齢者、障害者等）の雇用など拡充された内容は今年度も大枠は変わりません。

	
	助成金名称
	支給対象
	取扱機関
	活用度

	1
	●試行雇用（トライアル雇用）奨励金
	中高齢者、若年者、母子家庭の母などを試行雇用する
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	2
	●新卒者体験雇用奨励金
	新卒未就業者を体験雇用する
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	3
	●障害者初回雇用奨励金
	障害者を初めて雇い入れる
	ハローワーク

労働局
	Ｂ

	4
	●特定就職困難者雇用開発

助成金
	母子家庭の母、障害者等の就職困難な人を雇い入れる
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	5
	●建設業離職者雇用開発

助成金
	建設業を離職した人を雇い入れる
	ハローワーク

労働局
	Ｂ


（３）「非正規労働者の正社員化」のための助成金

　非正規労働者の正社員化を推進する助成金は、引き続き充実しています。不況下、非正規労働者の雇用の安定化を図る狙いです。

　経験の浅い労働者を訓練し、正社員化する、フリーターを正社員化する、派遣労働者を直接雇用する、パートや契約社員を正社員化するなどのメニューがあります。いずれも正社員にしたら助成金額が全額もらえるわけではなく、一定期間定着させて初めて全額の助成金が受給できる仕組みになっています。
	
	助成金名称
	支給対象
	取扱機関
	活用度

	1
	●派遣労働者雇用安定化

特別奨励金
	派遣労働者を直接雇用する
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	2
	●若年者等正規雇用化

特別奨励金
	トライアル雇用した年長フリーターや、内定を取り消された学卒者を雇用し、定着させる
	ハローワーク

労働局
	Ａ

	3
	●実習型雇用支援事業
	未経験者等を実習しながら育成し、正規雇用につなげる
	ハローワーク

労働局
	Ｃ

	4
	●中小企業雇用安定化奨励金
	有期雇用契約者から正社員への転換制度または正社員と共通の処遇制度、教育訓練制度を新たに規定し。利用者が出る
	ハローワーク

労働局
	Ｂ

	5
	●短時間労働者均衡待遇

推進等助成金
	パートから正社員への転換制度、評価制度などパートへの処遇を向上させた
	21世紀職業財団
	Ｂ

	6
	●短時間正社員制度導入

促進等助成金
	短時間正社員制度を導入した利用者が出る
	21世紀職業財団
	Ｂ


（４）「育児と仕事の両立支援」のための助成金
　育児のための短時間勤務制度を整備して利用者が出た場合の助成金が、４月に拡充されています。両立支援の助成金を受給するには、６月30日施行の改正育児・介護休業法に対応した規程の整備が要件として新たに加わっています。
	
	助成金名称
	支給対象
	取扱機関
	活用度

	1
	●中小企業子育て支援助成金
	育児休業制度を導入後、初めて社員が利用した
	労働局均等室
	Ｂ

	2
	●両立支援レベルアップ

助成金

（代替要員確保コース）
	育児休業の代替要員を確保し、原職に復帰させた
	21世紀職業財団
	Ｂ

	3
	●両立支援レベルアップ

助成金

（子育て期の短時間勤務）
	仕事と育児の両立のため短時間勤務制度を導入、初めて社員が利用した
	21世紀職業財団
	Ｂ

	4
	●両立支援レベルアップ

助成金

（休業中能力アップコース）
	育児・介護休業取得者がスムーズに職場復帰できるような措置を計画的に実施した
	21世紀職業財団
	Ｂ

	5
	●両立支援レベルアップ

助成金

（育児・介護費用等補助）
	育児・介護休業取得者に対し、シッター費用などを助成した
	21世紀職業財団
	Ｂ

	6
	●事業所内保育施設設置・

運営等助成金
	託児施設を社内に設置する
	労働局
	Ｃ

	7
	●育児休業所得促進等助成金
	育児休業取得者と短時間勤務制度利用者の仕事と子育ての両立を経済的に援助した
	ハローワーク

労働局
	Ｂ





（１）制度の概要

　景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余議なくされ、休業等（休業および教育訓練）または出向を行った事業主に対して、休業手当、賃金または出向労働者に係る賃金負担の一部を助成します。
（２）受給要件

　下記のいずれかの要件を満たす事業主が、従業員の雇用維持のために休業や教育訓練、出向を行い、休業手当等を支払うこと。

	①最近３カ月の生産量、売上高等の指標がその直前３カ月間または前年同期と比べて減少していること（直近の決算の経常利益が赤字の場合、５％未満の減少でも可能）
②売上高または生産量の最近３カ月間の月平均値が前々年同期に比べ10％以上減少し、直近の経常利益が赤字の事業主であること（対象期間の初日が平成21年12月２日から平成22年12月１日までの間にあるものに限る）


（３）受給金額

　下記のいずれかの要件を満たす事業主が、従業員の雇用維持のために休業や教育訓練、出向を行い、休業手当等を支払うこと。

	休業の場合の助成額
	休業手当相当額として厚生労働省が定める額の4／5

	教育訓練の場合
	上記に次の額を加算した額1人1日6,000円

	出向の場合
	出向に係る賃金負担額の4／5

	支給限度日数
	被保険者数×300日（3年間）


（４）受給ポイント

　昨年度6,535億円が支給された雇用対策の目玉の助成金です。ここ１年半、目まぐるしく要件緩和と拡充が続き非常に使いやすくなっていましたが、昨年度２億円の不正受給が発覚したことを受け、４月から教育訓練の取扱い等が見直され、窓口の審査も厳正化の報告です。


経営データベース 

目標管理制度を導入する際の適用範囲
目標管理制度を人事制度として導入するのですが、その際、適用する社員の範囲と対象範囲を広げていくポイントを教えてください。

（１）目標管理制度導入による影響を緩和するために対象範囲を決める
　目標管理制度は、人事考課制度にも直結しています。したがって、社員にとって、導入前と後ではその賃金に多大な影響を与える可能性があります。

したがって、賃金の急激な変化を避けるため、目標管理制度の導入範囲を限定し、段階的に取り入れていく等の措置がとられることもあります。

（２）管理職と一般従業員とに分けて制度を導入する

目標管理制度導入による賃金の急激な変化を避けるためには、「管理職と一般従業員とに分け、はじめは管理職だけに目標管理制度を導入する」という方法をとると良いでしょう。

（３）会社の上層部から順に導入範囲を広げていく

管理職の中でも、始めは経営陣と部長クラスまでの導入にとどめ、順次課長、係長クラスへとその導入範囲を広げ、最後に一般従業員にまで導入範囲を拡大するという手法が多く用いられます。

（４）上層部から順に導入範囲を広げていくメリット

会社の上層部から順に導入範囲を広げていく方法は、部下の面接をおこなう立場にある管理者を「目標管理の手法や思考」に慣らすことができ、部下への教育をスムーズにおこなうことができるという利点があります。

（５）職務ごとの目標管理制度適応度

定型の事務作業を行う事務員や、研修中の新入社員、非正規雇用従業員等は、目標管理制度に組み込みにくい存在でしょう。これらのように、目標管理制度の適応が難しいと考えられる場合は、全社への目標管理制度導入にあまりこだわることなく、選択的に導入していくのが良いでしょう。

【職種別の目標管理制度適応性】

	職位・職種
	適応判断
	
	職位・職種
	適応判断

	社長・役員
	適用必須
	
	製造担当者
	適用しにくい

	部長・課長・係長
	適用必須
	
	定型作業要員
	適用しにくい

	営業・渉外職
	適用しやすい
	
	新入社員
	不向き

	研究開発職
	適用しやすい
	
	非正規雇用従業員
	不向き

	企画職
	適用しやすい
	


経営データベース 

目標管理制度におけるPDSサイクルのポイント
目標管理をPDSサイクルに沿って運用していくのですが、その各段階におけるポイントを教えてください

（１）【ＰＬＡＮ：計画】目標設定の段階でのポイント
	①目標設定時期と設定前面接

企業の新しい会計年度が始まる期首の前に上司と部下の面接を済ませ、新年度のスタートとともに目標管理制度を始めるようにします。この面接は、社員個人の今後１年間の動きに多大な影響を与えるものであり、極めて重要であるといえます。

②目標を提示させる
面接を行う前に、目標を部下から提示させます。目標に関しては、「全社の経営計画に沿った個人目標を自分で考えさせる」ことが重要になります。そうすることにより、社員の自発的な「経営参画意識」を引き出すことができます。

③部下と管理者との面接
面接においては、管理者は「部下が申告してきた目標」に対し、話し合いを通して「組織目標との整合性」や「社員間での目標調整」、「目標難易度の調整」を行うこととなります。ここでは、管理者は「社員の納得を十分に得られるように」話し合いを進めていくことが重要です。


（２）【ＤＯ：実施】目標設定の段階でのポイント
	①目標を達成させるための進捗管理

社員が掲げた目標を達成できるよう、管理者は「社員の行動」「社員の出す途中結果」等の情報を的確に把握し、途中面接の場において改善等の指示をします。

②途中面接の頻度は月に１回程度

進捗を管理する途中面接の頻度は、月に１回程度おこなうのが良いでしょう。これを怠ると、目標達成の可能性は大幅に減少してしまいます。

③途中進捗管理面接にて

途中面接の場にては、管理者は下記の内容について部下と話し合いを行わなければなりません。


（３）【ＳＥＥ：評価】達成度評価の段階でのポイント
	① 社員個人に自己の目標達成度を評価させる

目標カードに「自分は目標に対し、どれだけ達成させることができたのか」を部下に記入させ、「自己評価」をおこなわせます。

② 管理者は、自己評価の妥当性をチェックする

社員に自己評価をさせた後は、面接においてその評価の妥当性を話し合います。ここでは、問題があれば指摘し、社員の納得を得られるようにします。
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●財源の問題


●事業仕分け


●助成金窓口の統廃合





削減の方向性
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新規学卒者採用枠での募集時期　
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２│今年度の柱となる助成金　

















■経常利益の推移
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法人企業統計10年4-6月期


～設備投資の持ち直しが明確に、4-6月期の成長率は上方修正へ








労働者の過不足状況　








過去１年間における新規学卒者採用枠での正社員の募集状況別事業所割合








金融市場の動き（9月）


～日本株に重くのしかかる政治リスク、円高は長期化、雇用を国内に残せる成長戦略が必要
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生産・売上額等、所定外労働時間、雇用　








パートタイム労働者の過不足状況判断





正社員等労働者の過不足状況判断
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中途採用の時期別実施事業所割合








企業経営








中途採用　











パートタイム雇用判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値）





正社員等雇用判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値）





所定外労働時間判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値）





生産・売上額等判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値）
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１│中小企業緊急雇用安定助成金　
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今年度は最後のチャンス
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雇用維持のための助成金














１│今年度の傾向とポイント　
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ジャンル：　人事制度　＞　サブジャンル：　目標管理制度　
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日本株に重くのしかかる「政治リスク」


今回代表選前の株価
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結果の概要
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平成22年度改正の概要
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労働経済動向調査


平成22年8月　結果の概況
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